
 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

出雲商工会（法人番号 2280005003547） 

出雲市（地方公共団体コード 322032） 

実施期間 令和４年４月１日～令和９年３月３１日 

目標 

経営発達支援計画の目標 

①個社の経営基盤の強化と持続的発展 

②需要を踏まえた商品開発と販路開拓、外貨獲得 

③観光振興における賑わい維持 

事業内容 

経営発達支援事業の内容 

3.地域の経済動向調査に関すること 

企業景況調査を実施するとともに、この調査結果や他機関が公表す

るデータ、RESASの情報を事業者へ広く周知する。 

4.需要動向調査に関すること 

出雲大社周辺を訪れる観光客の需要動向調査を実施するとともに、

この調査結果や外部による需要動向調査を事業者に提供し、事業計画

作成のために活用する。 

5.経営状況の分析に関すること 

経営分析対象事業者を掘り起こし、毎年 20 者を対象に経営分析を

行う。この結果を各社にフィードバックし、事業計画策定の基礎資料

として活用する。 

6.事業計画策定支援に関すること 

経営分析を行った事業者や事業計画策定に取り組む意志のある事

業者等から 20者を選定し、経営指導員と専門家も交えながら具体性・

実効性ある計画策定に取り組む。 

7.事業計画策定後の実施支援に関すること 

対象の事業者が策定した事業計画を達成できるよう、定期的なフォ

ローアップを実施する。このことにより、毎年売上高増加企業を 5者、

営業利益増加企業を 3者、輩出することをめざす。 

8.新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

近隣商圏や大都市圏で開催される展示会への出展支援やオンライ

ンツールの活用支援を行い、各種目標を達成していく。 

9.事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

商工会内部での都度評価により、事業を見直すとともに、年に１回

の外部評価委員会による評価・検証・見直しを行う。 

連絡先 

出雲商工会 〒699-0711 島根県出雲市大社町杵築南 1344 

0853-53-2558  Fax0853-53-2252 E-Mail izumo@shoko-shimane.or.jp 

出雲市経済観光部商工振興課 〒693-8530 島根県出雲市今市町 70 

0853-21-6572 Fax0853-21-6838  

E-Mail shoukou@city.izumo.shimane.jp 
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Ⅱ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 
 

１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 

（１）現状と課題 

①現状 

 第一期計画において、経営指導員は経営指導員等研修会、中小企業基盤整備機構の主催する

研修の受講や専門家派遣の同行を通じて、指導職員等は県連合会の主催する業務知識習得研修

や税務署主催の税制改正説明会等を受講し、小規模事業者支援にかかる知識・ノウハウの習得

に努めた。習得した知識等は、経営支援会議等の職種別会議やOJTにより、職員全体での共有を

図った。 

②課題 

研修受講によってセオリー的な知識・ノウハウを得ていくことができた一方、１３名の職員

が４拠点に分散する当会の組織特性上、特に経験の長い職員が有す事例的な知識・ノウハウの

提供・共有ならびにOJTが十分にできなかった。分散した拠点でも効率的にOJT、資質向上を図

るために、ITの活用が必要である。 

また、近年の小規模事業者支援において、DX推進の対応力向上が欠かせないことから、IT化・

デジタル化をテーマとした資質向上に重点的に取り組む必要がある。 

 

（２）事業内容 

①OFF-JT の実施による資質向上【継続】 

毎年度「資質向上計画書」を作成することで、自己の業務遂行能力を見える化し、不足する

分野および、IT 化・デジタル化に関わる外部研修の受講や個人学習を通じて計画的に資質向上

に取り組んでいく。 

特に DX 推進への対応にあたっての相談・支援能力向上のための研修（クラウド会計ソフト、

補助金の電子申請、テレワークの導入等）について、積極的に参加する。 

 

②情報共有・OJT の実施による資質向上【拡充】 

 経営指導員 5 名においては、経営支援会議（毎週）における知識・ノウハウの共有のほか、

グループウェア上での各人の業務日報回覧による支援状況や対応案件の共有や、補助金申請書、

専門家派遣の資料等のデータベース化によって離れた拠点であってもタイムリーに情報・ノウ

ハウの共有ができる仕組みを構築する。 

 全職員ベースでも、定期開催の職種別会議のほか、業務用チャット型のグループウェアを導

入し、離れた拠点間での OJT の実施や、個別案件の支援事例や新たに得た知識などをテキスト

として残すことで、従来のように一対一の情報共有ではなく、組織全体の集合知として運用し

ていく。 

 

③専門家派遣制度と連携した資質向上【継続】 

専門家派遣制度活用の際に経営指導員等が同行し、高度な支援内容や助言内容、専門的知識

を習得し資質向上を図る。 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                  （単位：千円） 

 
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

必要な資金の額      

 
・専門家派遣 

・需要動向調査費 

3,000 

150 

3,000 

0 

3,000 

0 

3,000 

0 

3,000 

0 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

 

 

 

調 達 方 法 

 

・国補助金 

・県補助金 

・市補助金 

・会費、手数料収入、共済手数料等収入（自己財源） 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 



 

（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

  


